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研究成果の概要（和文）：岩手県内全公立小中学校に対する2016年度の２回目のアンケート調査と、2013年度の
１回目の調査結果との異同を分析し、この３年間の変化を明らかにした。岩手の復興教育は定着の時期に入って
おり、現在でも取り組みが続けられ、学校教育のあり方を問い直すものとなっていた。福島、宮城、岩手の訪問
調査を通じて、物理的な面での復興が遅れる中、震災の影響はいまだに残っており、教育関係者の地道な取り組
みが続けられていることを明らかにした。教職大学院学生が被災地で調査、学習し、被災地外でも防災教育、安
全教育の進展に活かす取り組みを行い、高い教育効果があることを検証した。

研究成果の概要（英文）：We analyzed the difference between the first questionnaire survey result of 
2013 and the second of 2016 for all public elementary and junior high schools in Iwate prefecture 
and clarified the change over the past three years.
Iwate restoration education is now on the stage of consolidation, but their efforts are still 
continuing and it has reconstructed Iwate school education basically. Through the visit survey of 
Fukushima, Miyagi and Iwate, it has become clear that the physical reconstruction was delayed, the 
influence of the great earthquake still remained. In that situation the steady efforts of the 
teachers, parents and residents are continuing. The students of Akita Professional School for 
Teacher Education surveyed and learned in the disaster areas, and made efforts to utilize their 
experience in the development of disaster prevention education and safety education even outside the
 affected areas. Therefore it was verified that this attempt had a high educational effect.

研究分野：教育学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 日本教育学会が特別課題研究で「大震災と
教育」を取り上げ、科研費基盤（A）「東日本
大震災と教育に関する総合的研究」（研究代
表者：藤田英典、平成 24-26 年度）により、
多くの研究者が参加して多面的な分析を行
っていた。本科研の申請メンバーの一部もこ
の取り組みに参加するとともに、また、科研
費基盤（B）「東日本大震災における教育行政
機関・職員の機能と実態に関する研究」（研
究代表者：佐藤修司、平成 24-26年度）を得
て、教育行政機関や学校、社会教育における
震災時、震災後の状況について研究を重ねて
きていた。この中で、 
○震災時の教育行政、学校、社会教育の状
況：避難、避難誘導、引き渡し等 
○震災後の混乱期の状況：避難所運営等 
○教育機能の復旧の状況：学校再開等 
○教育機能の復興に向けた計画策定の状
況：住民説明会等 
○復興に向けた教育機関の再編の状況：学校
統廃合・新設等 
○復興教育の取り組みの状況：授業での展開
等 
について聞き取り調査、アンケート調査を実
施し、その実情を記録・分析してきていた。
また、秋田や埼玉に避難している福島の被災
家族（主に母親）への聞き取り調査も行って
いた。 
 大震災後の状況については、教育学会科研
のメンバーでもある清水睦美他『復興と教
育』（岩波書店、2013 年 10 月）や数見隆生
他『子どもの命は守られたか』（かもがわ出
版、2011年 12月）などが刊行されているが、
対象は特定の地域や特定の課題に限定した
形での研究書となっていた。また、国立教育
政策研究所を中心に『震災からの教育復興』
（悠光堂、2012 年 12 月）や『希望の教育』
（東洋館出版社、2014 年 3 月）などでは、
震災からの状況とともに、復興教育の展開に
ついて紹介がなされていた。 
 
２．研究の目的 
本研究は、東日本大震災後４年近くが経過
し、その復興過程において、被災３県の教育
行政機関、学校等の教育機関が果たした役割
や、抱えた課題を比較検証するとともに、今
後全国的に予想されているさまざまな災害
の中で、教育行政機関、教育機関が取るべき
対策を明らかにしようとするものである。復
興は当初予想されていたよりも大幅に遅れ
ており、原発被災による福島県内外への避難
はいまだに続き、問題の一層の深刻化も見ら
れる。 
このような状況に対して実施されている
復興教育プログラムも各地域・学校が置かれ
ている環境等によって異なっており、その実
施内容や成果、課題を整理・分析することで、
復興教育だけでなく、今後の教育課程全体の
あり方についても示唆を得ることを目指し

た。 
本研究は、これまで３年間の研究を踏まえ
て発展を目指すものである。 
この３年間の研究で課題として残ったこ
ととして、以下のことが挙げられる。 
○被災３県の状況には大きな違いがあり、
復興教育に関しては岩手県のみの調査にと
どまった。宮城県の志教育の中の復興に関わ
る教育や、福島県、特に被災自治体の郷土に
関する教育については、個別的な調査にとど
まり、横断的な大量調査を行うことが難しか
った。 
○被災後、被災者、被災学校・教職員等が
トラウマなどを抱える中で、多くの調査が
個々ばらばらに行われており、機械的、形式
的な調査は避ける必要があった。そこで、つ
ながりを重視しながら、聞き取りを中心に行
ったため、どうしても点と点をつないでいく
ような調査研究となった。線や面として、広
域的にとらえるとともに、研究として深め、
理論化していく研究が今後必要となる。 
 
３．研究の方法 
被災地自治体・教育委員会と、周辺自治
体・教育委員会、文部科学省等中央省庁、被
災地教育機関に対して、アンケート調査、現
地調査、聞き取り調査を行う。震災からの教
育復興について、この４年間の経験を調べる
と同時に、今後３年間の復興状況について、
同時並行的に資料収集、分析検討を行う。被
災地だけではなく、周辺自治体や中央省庁が、
どのような支援を被災に向けて、また、避難
してきた住民、児童生徒に対して行っている
かを引き続き検証する。 
また、被災地における危機管理体制や、危
機管理マニュアル、防災教育などの状況を調
べると同時に、地域の復興に向けた復興教育
プログラムについて、聞き取り調査を中心に、
アンケート調査も同時に行う。 
 
４．研究成果 
【２０１５年度調査】 
 ２０１５年度は福島県に関しては、広野町
に開校したふたば未来学園の調査や、伊達市
立小国小学校、楢葉町の楢葉小学校、富岡町
の富岡小学校、福島県教組いわき支部の聞き
取り調査を行った。楢葉や富岡の場合は、在
籍児童数が少ない中で、また帰還をにらみな
がらの難しい学校運営が迫られていること
が明確になった。ふたば未来学園は高校部分
が 2015 年度に先行して開校し、先進的な取
り組みが行われているものの、生徒の多様な
環境、資質能力への対応も含め、課題を抱え
ていることが明確になった。 
 岩手県に関しては、陸前高田市教育委員会、
高田小学校、大船渡市赤崎公民館の聞き取り
調査を行った。津波により、多くの教育委員
会職員がなくなり、他自治体からの派遣職員
によって運営されており、多くの困難が明ら
かになった。小学校や公民館においては、震



災時から現在までの様々な課題が明らかに
なった。 
 宮城県に関しては、東松島市立鳴瀬未来中
学校において、制野氏の実践を調査するとと
もに、徳水氏の実践、瀬成田氏の実践につい
て聞き取りを行った。その中で、宮城県にお
ける教育施策の課題や、教育実践上の成果と
課題が明らかになった。 
 また、秋田県に避難している福島県からの
避難者について、５年が経過した時点で、ど
のような変化があるのかを調査した。宮城や
福島に戻った避難者についても調査を行っ
た。その中で、秋田の地に定着し、生活の基
盤を築く家族がある一方で、経済的事情、親
類縁者との関係などから福島ないし近隣県
に戻る人たちも出てきており、難しい状況が
継続していることが明らかになった。 
 鳥取調査では、鳥取大学附属学校園の津波
等への対策とともに、鳥取県西部の米子市、
境港市などにおいて、島根原発に対してどの
ような意識を持っているのかを調査した。結
果的には、東日本大震災後、防災の取り組み
が強化されたものの、意識として低くなって
しまっていることが明らかになった。 
 
【２０１６年度調査】 
 秋田大学教職大学院の院生とともに、岩手
大学教職大学院で取り組まれている防災教
育及び復興教育、新たに義務教育学校として
発足し新築された大槌町立大槌学園への訪
問と復興教育の調査、山田町立船越小学校の
新設校舎の見学と復興教育の調査を行うと
ともに、大船渡市、陸前高田市の復興の状況
を調査した。震災以来取り組まれている岩手
県の復興教育が、各被災自治体、学校におい
て順調に取り組まれていることが明らかに
なった。大槌学園ではコミュニティスクール
として、地域住民・保護者の参加も重視され、
新設の 
建物の中に専用のスペースが設けられてい
た。ただ、被災地での児童生徒数の減少は加
速しており、陸前高田などは未だに市街地の
再生も至っておらず、復興と呼ぶにはほど遠
い状況であることは明らかであった。同じ東
北とは言え、被災のなかった秋田の院生にと
って、大きな教育効果が感じられた。 
 また、岩手県の小中学校を対象として、復
興教育の状況に関する調査を再度実施した。
結果の分析及び第１回調査との対比等は平
成２９年度に行う予定である。 
 福島については、浪江町教育長、浪江小学
校長、大熊町教育長、大野・熊町小学校長へ
の聞き取り調査を行うとともに、被災地の状
況を視察した。帰還の実現する自治体がある
中で、被災・避難自治体間の差が大きくなっ
ている。帰還が実現しない中で、住民の減少、
児童生徒の減少が続き、いわきなどへの転校
が続いている。自治体独自の学校の存続が早
晩難しくなる状況に合った。震災経験の風化
が進み、被災地への風当たりさえも強くなる

中で、被災・避難自治体及びその学校が置か
れている状況は厳しくなっている。このよう
な状況を、聞き取り、現地調査を通じて明ら
かにした。 
 
【２０１７年度調査】 
 2016 年度末に実施した岩手県内前公立小
中学校に対する第２回アンケート調査の結
果を集計し、分析した。2013 年度末に実施し
た第１回アンケート調査の結果とも比較し
た結果、復興教育の取組状況、企画・実施の
まとめ役、県・市町村教委からの指導・助言
の状況、参照した資料・情報、復興教育の取
り組み内容、実施時間、実施体制、子どもへ
の影響、教員への影響、学校への影響などの
状況や変化を明らかにした。 
 宮城については、教職大学院の院生ととも
に、防災教育・復興教育の取り組みについて、
宮城教育大学の取り組みや、震災遺構（元荒
浜小学校）、大川小学校跡地、雄勝小学校跡
地の実地視察、元小学校教員の徳水氏からの
聞き取り等によって、宮城における復興教育
の取り組みの状況を明らかにした。調査から
得られた情報をもとにしながら、考えられる
防災教育、復興教育についての指導案を作成
し、協議した。一般の学校において、また地
震・津波に限らず、種々の災害・事件等に対
応するための学校のあり方、児童生徒に対す
る指導のあり方、教職員の間での研修のあり
方について提案をすることができた。 
 岩手については元大槌町指導主事の武藤
美由紀氏や、岩手県立総合教育センター所長
藤岡宏章氏、岩手大学教職大学院准教授・元
岩手県教員森本晋也准教授から聞き取りを
行い、被災からこれまでの復興教育の取り組
みについて聞き取りを行った。 
 福島については、福島大学が中心となって
行った震災後の学校状況調査や、楢葉南小学
校の状況について調べた。 
 
【岩手アンケート・聞き取り調査結果】 
復興教育への取り組みは今回の調査でも

県内のすべての公立小•中学校でなされてお
り、「復興教育が学校の重点目標に位置づけ
られている」 (90.0%、前回 85.8%)、「復興教
育の 年間指導計画が学校として決まってい
る」 (90.8%、前回 74.9%)と、肯定的な回答
の数値 は前回より高くなっている。東日本
大震災の発災から 6年が経ち、震災に対する
意識の風化がみられるなかで、「いわての復
興教育」も失速が懸念されたが、数値からみ
るとむしろ定着してきていることがうかが
える。 
「いわての復興教育」は復興教育の観点か
らそれまでの教育実践を見直し、「いきる」
「かかわる」「そなえる」の 3 つの教育的価
値を育もうとするものであったが、取り組み
内容は各学校に任された。各学校における取
り組みでは「防災教育に関連した取り組み」
(98.7%, 前回 94.7%)、「道徳教育に関連した



取り組み」（94.1%、前回 87.9%)、「健康教育•
心のサポートに関連した取り組み」（86.3%、
前回 82.2%)、「自分たちの住む地域に関連し
た取り組み」（85.0%、前回 85.3%)などが高い
数値を示している。「教科指導」（79.9%、前
回 73.3%)はこれらの取り組みほど高くはな
いが、前回よりも上昇がみられる。「いわて
の復興教育」 は「防災教育」「道徳教育』「健
康教育•心のサポート」「自分たちの住む地
域」などの領域で定着してきていると考えら
れる一方で、「教科指導」においても根を広
げてきていることがうかがえる。 
宮古小学校の取り組みは、まさに「教科指

導の充実•深化」を通じての復興教育の推進
であり、各教科の授業に「いわての復興教育」
の教育的価値を組み込もうとするものであ
った。これまでの実践を踏まえて、現在は「自
分から」を主題に、より深い学び、生徒の主
体的な学びに向けた授業の充実への取り組
みが進められている。内陸部の御所小学校と
西根第一中学校でも、防災教育を中核としつ
つそれだけにとどまらない復興教育が行わ
れていた。子どもの主体性や保護者•地域と
の関係性等が重視され、教科横断的な視点か
ら力リキュラムが組まれるとともに、沿岸部
の学校とは一方的な支援ではなく、生徒が自
分たちの学校のある地域について学んだこ
とを発表しあうなど、相互的な学びが行われ
ている。 
「いわての復興教育」の子どもたちへの影
響についてみると、「災害や防災への理解や
意識が高まった」（98.7%、前回 96.6%)、「生
命の大切さについて考えるようになった」
（97.6%、前回 95.6%)、「地域の歴史や文化、
自然について考えるようになった」（84.7%、
前回 78.8%)、「自分自身で心の健康を維持で
きるようになった」 (79.1%,前回 67.3%)、「地
域の活動やまちづくりに関わるようになっ
た」（70.3%、前回 69.7%)などで高い数値が出
ている。これらの質問項目は「いわての復興
教育」の 3つの教育的価値について示された
具体の項目と関わって設定したものであり、
あくまでも校長の意識レベルではあるが、復
興教育の実践はその目的の達成に向けて一
定の意義を有するものになっていることが
うかがえる。また、「友達と協力し合えるよ
うになった」（80.9%、前回 70.1%)で評価が高
まっていることにも注目したい。 
教員への影響に関しては、教員の負担増
（51.0%、前回 54.5%)について、引き続き半
数以上の校長がそれを肯定する回答を行っ
ている。しかしまた、「子どもを多様な視点
で見るようになった）（81.5%、前回 77.5%)、
「教員の創意工夫をいかす機会が増えた」
(73.7%, 前回 72.5%)、「自校の先生と協力す
る機会が増えた」 (73.2%、前回 68.1%)など
で肯定的な回答が多くなっている。復興教育
を実践するなかで、教員自身も肯定的な影響
を受けていることがうかがえる。 
「いわての復興教育」の挑戦は、これまで

の活動を復興教育の観点からとらえ直し、
「いきる」「かかわる」「そなえる」という人
が生きていくうえでの根本的な価値を育も
うとするものであり、以上のように一定の成
果、つまり教育変容を生み出してきているも
のと考えられる。また、具体的実践において
は、子どもたちの主体的な関わりや、より深
い学び、より広い関係性に開かれた活動など
が目指されていた。これらは今日の日本の教
育改革の課題とされているものであり、「い
わての復興教育」は未曾有とも言われた大震
災を契機にして それに取り組んできたもの
と考えられる。 
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